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7. 事業所における特徴的な取組（事例集）
6. で実施した「コンビナート安全対策に係る地震対策に関する実態調査（アンケート調査）」

の結果等を踏まえ、特徴的な地震対策の取組事例について、川崎市内外でインタビュー調査を実

施しました。ここでは、調査結果をハード対策・ソフト対策の別に、事例集として取りまとめた

ものを掲載します。

表 7-1 調査概要

項目 内容 

調査対象者 ・川崎市内の 12特定事業所
・広域共同防災組織（１組織）

調査期間 平成 24年 11月 19日（月）～平成 25年 1月 30日（水）
調査項目 １．取組事例（ハード対策・ソフト対策）の背景・概要

２．取組の特徴、留意点、実効性等

３．取組時の話題（難易点や逸話など）、類似事例の情報

（地域や関係業界を含む。）

４．取組における課題、地域・行政への要望等

５．事例に関するパンフレットや写真・図面等の提供、事例活用や公開の扱い

６．その他

7.1 ハード対策

表 7-2 事業所の防災対策（ハード対策）に関する取組事例

No. 事業所・協議会 取組事例 

1 
東燃ゼネラル石油株式会社／

東燃化学合同会社 川崎工場

スラリーウォールと揚水井戸による

液状化防止対策

2 A事業所 旧法タンク及び陸上出荷設備の液状化対策

3 花王株式会社 川崎工場 構内パイプラックの耐震補強

4 サンケミカル株式会社 川崎工場 槽類排出弁の閉弁自動化

5 東京電力株式会社 東扇島火力発電所 構内道路の段差対策工事

6 旭化成ケミカルズ株式会社川崎製造所 停電対策としての構内簡易無線の配備

7 新日本理化株式会社川崎工場 電力喪失に備えたアナログ式電話の設置

8 
日本ヴォパック株式会社川崎事業所及

び昭和電工株式会社川崎事業所（千鳥）
近隣事業所との防災資機材等の相互応援協定

9 神奈川・静岡地区広域共同防災協議会 大容量泡放射システム資機材の地震・津波対策
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(1) 東燃ゼネラル石油株式会社/東燃化学合同会社

スラリーウォールと揚水井戸による液状化防止対策 

スラリーウォールと揚水井戸による液状化防止対策
東燃ゼネラル石油株式会社/東燃化学合同会社 川崎工場 事例１

燃ゼネラル石油株

式会社/東燃化学

合同会社川崎工場では、

1974年の水島地区での重

油タンクからの瀬戸内海へ

の流出事故を受けて、経営

上の重要課題として軟弱地

盤上に建つ川崎工場のタン

ク群の安全性の調査及び対

策を実施した。当時、川崎

直下型地震説もあり、地震

時の地盤液状化によるタン

ク損傷の可能性に焦点を当

て、大規模な対策を実施し

た。 

タンク内容物の海上への

流出防止を目的とし、タン

クヤードの地震リスクに関

する地盤調査・地震リスク

スラリーウォールと揚水井戸による地下水位低下の模式図 

等の検討を 1975 年から、地震対策工法の検討を 1980 年頃から

開始した。検討の結果、スラリーウォールと揚水井戸の組合せに

よる工法を選定し、1984 年初めに着工、同年に設備が完成した。

1985 年 1月からは揚水を開始し、同年 7月に地下水位低下定常運

転に入り現在に至る。 

 東日本大震災では地盤液状化の痕跡はなく、対策の効果が十分

発揮された。 

取組の特徴

① 既設タンクの運転を停止せずに液状化対策を実施 

工法選定にあたっては、既設タンクの運転を停止せずに実施できることが第一条件であった。対策実

施当時、既設タンクに適用できる唯一の工法を選定した。 

② 海水の侵入を防ぐために浅い粘土層を活用 

周囲を海に囲まれたタンクヤードで地下水位を下げるには海水の侵入を防ぐ必要があるが、タンク及

びその周辺に浅い(GL-15m)粘土層が存在したため、地中止水壁の構築が比較的容易であった。

課題・留意点 
揚水運転中に顕在化した課題と対応策は以下のとおりである。 

1) 細粒分（シルト）の多い地盤で、揚水井戸の集水性能のばらつきが大きく、揚水井戸を

追加で設置した 

2) 井戸内への地盤細粒土の堆積や、砂分流入によるポンプの摩耗・劣化が起き、維持管理

負担が永久に掛る 

地下水位揚水に対する負荷はタンクヤードに浸透する降雨が殆どである。地表で雨水浸透を

防止すれば水位低下に大きな効果が期待でき、揚水井戸の数を減らすことが可能である。 

また、近年、真空で地下水を吸引する新たな井戸技術が実用化されており、井戸数の削減に

よるコストダウンが期待される。 

液状化対策 

東
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(2) 旧法タンク及び陸上出荷設備の液状化対策

旧法タンク及び陸上出荷設備の液状化対策
事例２

崎市で危険物タンクを多く

所有している事業所では、

昭和 52 年以前の旧法タンクを現行

消防法の新基準に適合させるよう、

危険物保安技術協会と技術援助契約

を結び、地盤改良とタンク本体の改

良を平成８年より順次行ってきた。

現在、対策が必要な構内で最後の

2,000kL タンクについて、地盤改良

を実施中である。また、耐震診断を

実施したところ、陸上出荷設備２か

所について、東日本大震災以降、燃

料供給の確保について行政から要請

を受けたこともあり、うち護岸に近

い１か所について、優先的に地盤改

良工事を実施する予定としている。 
薬液注入による地盤改良の工程概要 

取組の特徴

① 危険物タンクの薬液注入工法による地盤改良 

液状化判定の結果、３基のタンクについて対策が必要であったが、すべてのタンクで薬液注入工

法を採用した。旧法タンクは近接して設置されているため、定期開放時に底板を一旦撤去し、タンク

の内側から地盤改良工事を実施する。 

② 陸上出荷設備周辺の締固め工法による地盤改良

東日本大震災の経験から、地震発生直後は港湾からの出荷が困難と予想されるため、陸

路からの出荷の確保に向けて、締固めによる地盤改良工事を優先的に進める予定をしてい

る。 

取組にあたっての課題・留意点 

高圧ガス保安法の耐震基準が改定されたため、今後順次施設改修を行う計画である。 

川崎臨海地区では慶長型地震の津波浸水想定は２ｍである。シミュレーションの結果、

タンクは流出等の問題がないと判断されたが、地上にある一部の製造設備、電気設備等は

浸水する可能性が高く、それらの津波対策が今後の課題である。 

液状化対策 

川
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(3) 花王株式会社川崎工場  構内パイプラックの耐震補強

構内パイプラックの耐震補強
花王株式会社川崎工場 事例３

王株式会社川崎工場では、柔

軟仕上剤、食器用洗剤、衣料

用洗剤やシャンプーなどの製造を 300

名余りの従業員、関連会社社員等で行

っている。花王では全社を挙げて、各

工場のＢＣＰ対応への取組を行ってい

るが、その一環として、パイプラック

の耐震強度の見直しを実施した。 

川崎工場内のタンクヤード周辺に

は、パイプラックが張り巡らされてい

る。耐震強度の見直しの結果、操業を

開始した当初の1960年代頃に建設さ

れたラックは補強が必要との結果とな

ったため、2011年１月から2012年3月

にかけての第１期工事を皮切りに、

2014年までの３期にわたって耐震補

強工事を実施している。 

パイプラックの耐震強度を確保する

方法を検討した結果、建て替え用地の

確保が困難であったため、現在利用し

ているパイプラックの耐震補強を採用

した。配管により製品のほか、危険物

原料も輸送しているため、これらを支

持するパイプラックの設計水平震度に

は他の構造物より大きい0.3を採用し

ている。 

取組の特徴 

① 基礎部の補強 

既存の基礎を使用し、基礎を連結することで強度の向上

を図った。 

② ラック部の補強 

1) ラックの柱は交換できないため、補強プレートを増

設した。 

2) ラックの梁は補強プレートの増設、もしくは梁部そ

のものの交換で対応した。 

3) ラックの全体的な強度向上にはブレース等を追加し
た。

取組にあたっての留意点 

パイプラックの耐震補強には、足掛け４年の工期、数億円の費用を必要とするが、安全確保を

第一優先に実施している。耐震補強工事を進めるにしたがい、既設部材そのものの強度がない箇

所もあり、補強する予定だった部材を、交換に変更するなど、計画変更が多々あった。 

非常に大がかりな工事となるため、重要な配管など、事前に十分調査する必要がある。また、

将来にわたりパイプ増設する分を考慮した上で、荷重条件を設定する必要がある。

耐震化対策 

花 パイプラック被害イメージ

独立基礎を連結基礎へ変更
柱に１２～１９mm鋼板を 

溶接補強 

梁は補強プレート増設 

または梁そのものを交換 
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(4) サンケミカル株式会社 川崎工場 槽類排出弁の閉弁自動化

槽類排出弁の閉弁自動化
サンケミカル株式会社川崎工場 事例４

ンケミカル株式会社川崎工場で

は、ポリウレタンフォーム原料や

ポリエチレングリコールなどの専門メー

カーとして、60 名余りの従業員、関連会

社社員が、24時間体制で年間 600 種類の

製品を生産している。自動閉弁対策は、１

万キロリットル以上の特定タンクには義

務付けられているが、東日本大震災を契機

に、自動閉弁化が義務化されていない既存

タンクや槽類にも同様の対策を実施した。 

約150基のタンクや槽類を保有するサ

ンケミカル川崎工場では、東日本大震災発

生前の2010年より、地震対策の一環とし

て自動閉弁化工事を３か年計画で推進し

ていた。その後、東日本大震災で、停電に

よる自動閉弁失敗を原因とする漏洩災害

の事例が他社であったことをきっかけに、 

自動閉弁装置の取付け実施例 

地震時のみならず停電時にも自動閉弁が可能

なスプリング駆動の自動閉弁装置を採用し

た。サンケミカルの所属する三洋化成グルー

プ全体でも同様の取組が実施されている。 

取組の特徴

① スプリングによるバルブ閉弁 

停電時に駆動空気が失われても確実に閉弁できるよう、スプリングの復元力を利用した閉弁方式

を採用した。 

② 最重要設備の対策をその他の設備へ適用 

1) 冷却水や酸化エチレンなどの最重要高圧ガス設備に設置している装置を、その他の設備

にも優先度を付けて自主的に適用している。 

2) 自動閉弁のほか、反応槽では冷却水系統を自動開弁するようにするなど、タンクの内容

物に応じた対応を実施している。 

取組にあたっての留意点 

対策に必要な概算費用は、40基あたり２千万円である。夏季の定期点検時に一斉に対策

工事を実施している。 

閉弁の自動化の重要性に鑑み、現在は自主的な取組として実施しているが、公的支援を

含めてコンビナート地域で広く対策が実施されることが望ましいと考えている。 

地震時自動操作 

サ
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7.2 ソフト対策

表 7-3 事業所の防災対策（ソフト対策）に関する取組事例

No. 事業所・協議会 取組事例 

1 ＪＦＥスチール株式会社

東日本製鉄所
職場自衛消防隊から公設消防までの防災訓練の実施

2 日油株式会社川崎事業所 全従業員に対する避難・安否確認訓練の実施

3 花王株式会社川崎工場 見学者を想定した避難訓練の実施

4 神奈川・静岡地区

広域共同防災協議会
ジオラマ（模型）を用いた机上シミュレーション訓練

5 日油株式会社川崎事業所 東日本大震災を踏まえた津波避難規程の見直し

6 サンケミカル株式会社 川崎工場 東日本大震災を踏まえたＢＣＰの策定と訓練実施

7 日本ポリエチレン株式会社

川崎工場（千鳥地区）

津波避難自動放送システムの導入・防災無線連絡網の

強化

8 東京電力株式会社

東扇島火力発電所
所員の自動参集の仕組み再構築・代替通勤手段の確保

9 旭化成ケミカルズ株式会社

川崎製造所
地域住民への避難場所及び非常食等の提供

10 日本ブチル株式会社 防災備品保管場所の高所への移動

11 ＪＦＥスチール株式会社

東日本製鉄所
事業所の相互見学などを通じた交流

12 日本ポリエチレン株式会社

川崎工場（千鳥地区）
参加型の危険物講習会や防災訓練による安全推進
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(2) 日油株式会社川崎事業所 全従業員に対する安否確認・避難訓練の実施

全従業員に対する避難・安否確認訓練の実施
日油株式会社川崎事業所 事例２

油株式会社川崎事業所では、東日本

大震災の発生を受け、総合防災訓練

において、新たに避難・安否確認訓練を盛

り込み、被災時の初期対応における意識高

揚に努めている。 

東日本大震災時には全社の安否確認シ

ステムを利用し、従業員全員に携帯電話の

メール機能で安否確認を実施したが、被災

当時出勤していなかった従業員の安否確

認に時間を要した。また、事業所でも、被

災時の初期対応に課題が残った。その課題

対応のため、全社的なBCPの行動基準の周

知徹底や、自衛防災組織の立ち上げ訓練や

従業員の避難・安否確認訓練など、事業所

独自の取組を実施している。 

総合防災訓練の状況 

当事業所では、第１次非常参集では管理

職、第２次非常参集では近隣の寮・社宅在

住者及び事業所から8km圏内に居住し、徒歩

参集が可能な従業員が対応することとして

いる。 

取組の特徴

① 点呼による確実な安否確認 

危険物施設を保有する事業所であるため、全社の安否確認システムとは別に、各部署は点呼

による安否確認を確実に実施し、災害対策本部に報告する。 

② 速やかな安否確認作業のための書式を作成 

安否確認の結果を自衛防災組織が速やかにとりまとめられるよう、これまで統一され

ていなかった避難者情報の書式を作成した。交代制勤務のため、「在籍者」「出勤者」「休

日・外出者」「負傷者」「行方不明者」ごとに安否確認状況を記載する書式となっている。 

取組にあたっての留意点 

新たな安否確認手順を策定し、避難・安否確認を盛り込んだ総合防災訓練を毎年実施し

ている。今後も総合防災訓練の機会をとらえて、訓練内容を見直し充実を図っていく。 

地域の課題として、震災時、橋梁等の崩壊により孤立が懸念される地域に立地しており、

少なくとも徒歩で、避難できるルートが必要と考える。

日

安否確認・避難訓練 
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(3) 花王株式会社川崎工場 見学者を想定した避難訓練の実施

見学者を想定した避難訓練の実施
花王株式会社川崎工場 事例３

王株式会社川崎工場では、柔軟

仕上剤、食器用洗剤、衣料用洗

剤やシャンプーなどの製造を行ってお

り、製造工程の見学者を受け入れてい

る。2011 年度は年間 9,400 名強、2012

年度は 10,000 名強の来場を見込んでい

るが、そのうち約４割を小学生以下の子

供が占めている。2011 年東日本大震災

の発生を受け、一度に 120 名の小学生５

年生を引率することもある見学担当者

からの照会を受け、2011 年 9 月度より

見学者を想定した避難訓練を実施して

いる。 

神奈川県による津波浸水予測図（2012

年6月）では、川崎市にもっとも大きな浸

水被害をもたらすとされる慶長型地震で

あっても、工場は浸水しない想定となっ

ているが、2012年8月に川崎市の津波避

難施設に指定されたことも受け、自主的

に50cmの浸水を想定し、見学者が構内に

いるとの想定で2012年11月に避難訓練

を実施した。訓練では事務職員が見学者

役となり、見学担当者の行動要領を確認

した。 

見学者の避難訓練について、先進的な

取組が進められている。 

取組の特徴 

① 津波警報発令も想定した段階的な避難 

1) 一次避難では、その時いる現場での身の安全を確

保する。 

2) 二次避難では、構内で指定された広場へ避難誘導

する。 

3) さらに津波警報等が発表された場合には、５階建
て施設の２階以上に避難する。

② 最大 950 名の避難を想定 

避難者数は最大で構内従事者等 750 名（内見学者

145 名）を想定している。その他、近隣避難者 200 名を

予定している。 

取組にあたっての留意点 
見学者は老若男女様々であり、地震直後でエレベーターが使用できない状況の下で、実際には

避難に何分かかるのか、階段を上がれない見学者を背負って避難することができるのか等、検証

していく必要がある。 

一般の見学者を受け入れている事業者としては、帽子持参の依頼、避難経路の表示、年齢が記

入された名簿の提出依頼等、万一に備えた事前対応は欠かせない。

花

（地震発生直後、見学者を落ち着かせるため、 

通路に座っていただき、状況説明を行う） 

見学者と見学案内者間の

コミュニケーション訓練 

怪我人搬送（イーバックチェア）避難訓練

見学者避難訓練 
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(9) 旭化成ケミカルズ株式会社川崎製造所 地域住民への避難場所及び非常食等の提供

地域住民への避難場所及び非常食等の提供
旭化成ケミカルズ株式会社川崎製造所 事例９

化成ケミカルズ株式会社川崎工場では、

1,500 名規模（塩浜地区）の従業員等によ

り、24 時間体制でポリマー、モノマーなどのプラ

スチック中間製品を生産している。平成24 年 8月

７日に、川崎市との津波避難施設協定を締結し、住

民への避難場所の提供を開始した。日頃より町内会

との交流があり、町内会側から災害時の避難場所提

供の要請を受けていたところ、川崎市より正式に依

頼があったため、避難場所提供の実現に至った。 

当初、東海地震の自動参集の保安要員向けに始め

られた備蓄であったが、現在では常時勤務している

1,000人程度の従業員に対して、1,300人×３日分

の非常食を備蓄している。 

備蓄食料を保存している棚 

（災害対策本部設置予定場所） 

気泡入り緩衝材(保熱のための床敷用) 

津波避難ビルの案内表示 

（丸印の建物） 

取組の特徴

① 非常食以外の備蓄品も内規で規程 

非常食は２か所に備蓄している（２階と、災害対策本部を

設置予定の４階）ほか、各部署で自主的な備蓄を行っている。

食料品以外にもバッテリー、簡易トイレ等の備蓄品を内規で

定めている。

② 避難場所を高所に設定、女性用の棟も設定 

敷地内には、従業員向けに津波避難場所を 19 か所設けて

おり、津波警報発令時には３階以上の建物に避難することと

している。そのうち女性専用の避難場所を一棟設けている。 

取組の課題・留意点 

従業員全員が帰宅困難となった場合には、備蓄量が不十分となる恐れがある。また、冬季

の災害時に暖を取る際には、危険物・高圧ガスを取扱う施設があり、裸火の使用が困難であ

ることが問題となる。 

近隣からの避難者の想定規模は100名であるが、実際の避難者数を推定すると、地震・津

波発生時にたまたま近隣を通行している車両の乗員等も避難を希望されると思われるので、

敷地内に避難場所があることについて、行政による積極的な広報を期待したい。 

避難タワーや高速道路上への避難施設の建設など、川崎コンビナート地域全体として、今

後も津波避難受け入れ体制が拡充されていくことを期待している。 

避難場所提供 

旭
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(10) 日本ブチル株式会社 防災備品保管場所の高所への移動

防災備品保管場所の高所への移動
日本ブチル株式会社川崎工場 事例 10

本ブチル株式会社川崎工場では、日本で唯一の

ブチルゴムメーカーとして、自動車タイヤのイ

ンナーライナー・自転車等のチューブ、医薬品用ゴム栓、

防振ゴムなどに加工されるレギュラーブチルゴム製品

やハロゲン化ブチルゴムのベースポリマーを 115 名の

従業員で生産しており、サプライチェーン上でも重要な

役割を果たしている。従来川崎工場では、防災備品を屋

外地上や、社屋１階に保管していたが、万一の津波浸水

に備えて保管場所を高所へ移動した。 

2012年6月に発表された神奈川県津波浸水予測図に

おいても、最大級の津波であっても事業所には浸水被

害はないと想定されているが、想定以上の津波が来襲

し、備品が水損したり、備品庫ごと押し流されたりす

ることがないよう、耐震性が確保された２つの建築物

の２階以上に防災備品を収納することとした。 
社屋４階備品倉庫内（写真上） 

日本ブチル(株)社屋 （写真下) 

倉庫内に設置した備品庫（写真上） 

倉庫の上階に設置 （写真下）

取組の特徴

① 防災備品の総量と種類 

1) 平日昼間で社内に勤務・滞在すると想定される最大人数

１３０名分の物資を、三日分備蓄している。 

2) 品目は以下のとおりである。 

外傷薬、内服薬、生活用品、衣類、食料、飲料水、容器

類、防寒用品、毛布、照明類、事務用品、発電機、

テレビ（充電仕様）、簡易トイレ 

② 東日本大震災を受けて追加した備品 

1) 帰宅困難による社内宿泊者用の備品 

2) 発電機（保有数増加） 

3) 情報収集機材（衛星電話、充電型テレビ、ラジオ） 

取組にあたっての留意点 
防災備品の移動を機に、社員に対して改めて防災備品の種類と保管場所の周知を行った。 

本取組は川崎事業所が独自に2011年後半から検討を開始、実施したものであり、社内の

他事業所へも情報提供を行っているところである。 

備蓄保管 

日
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8. 全国の特定事業所における危険物施設耐震性能確認実施状況及び取

組事例（全国消防長会危険物委員会）

全国の石油コンビナート等（石油コンビナート等特別防災区域）は、33道府県の 104市町村に
所在し、所管消防本部は 93消防本部、特定事業所は 708事業所になります（平成 24年 4月 1日
現在）。

川崎市消防局は、全国消防長会（消防長の全国組織）危険物委員会の委員長都市として、構成

会員の 48消防本部と共に、危険物施設における自主保安体制の確立と、危険物災害発生時におけ
る防災体制の強化を図る等、危険物行政執行上の諸問題について検討し、必要な措置を行ってい

ます。

今回、危険物委員会では、危険物委員会の会員うち、石油コンビナート等を所管する 32消防本
部、363 特定事業所を対象に地震対策の実態調査を実施したところ、334 事業所の協力が得られ
（回答率 92％）、調査結果を取りまとめました。
本調査では、東日本大震災を受け、国より耐震性能確認が求められている危険物施設の建築物・

架構等の耐震性能確認（8.1）、また、ハード（各施設）対策やソフト（防災体制）対策などの具

体的な地震対策（8.2）について、実施調査を行っています。

本市では、特定屋外タンク貯蔵所の耐震改修率は約９割であり、また、準特定屋外タンク貯蔵

所の耐震改修率は５割で、そのうち浮き屋根の耐震改修率は３割となっています。一方、危険物

タンクを除く危険物施設の耐震性能確認実施状況は、「全て実施」が約３割、「未実施」「一部実施」

が約７割という全国的な実施状況と同じ状況にあり、今後の早期実施に向け、事業所への積極的

な働きかけを継続し、耐震性能確認の実施の促進を図ります。

8.1 特定事業所の危険物施設耐震性能確認実施状況

特定事業所の危険物施設の建築物・架構等、配管、配管支持物、液状化の耐震性能確認実施状

況について、アンケート調査を実施したところ、次の通り取りまとめました。



57

表 8-1 特定事業所の危険物施設の建築物・架構等の耐震性能確認実施状況

※回答なし事業所１

表 8-2 特定事業所の危険物施設の配管の耐震性能確認実施状況

表 8-3 特定事業所の危険物施設の配管支持物の耐震性能確認実施状況

未実施 一部実施 全て実施 該当事業所数

建築物

架構等

４４ １８２ １０７
３３３※

１３％ ５５％ ３２％

未実施 一部実施 全て実施 該当事業所数

配管
１３５ １２１ ７８

３３４
４１％ ３６％ ２３％

未実施 一部実施 全て実施 該当事業所数

配管

支持物

１１９ １２９ ８６
３３４

３６％ ３８％ ２６％

13%

55%

32%

未実施

一部実施

全て実施

41%

36%

23%

未実施

一部実施

全て実施

36%

38%

26%

未実施

一部実施

全て実施

配管

配管支持物

グラフ 8-2 

グラフ 8-3 

建築物・

架構等

グラフ 8-1 
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表 8-4 特定事業所の危険物施設の液状化の耐震性能確認実施状況

未実施 一部実施 全て実施 該当事業所数

液状化
９２ １５３ ８９

３３４
２８％ ４５％ ２７％

28%

45%

27%

未実施

一部実施

全て実施

液状化
グラフ 8-4 
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8.2 特定事業所の取組事例

全国消防長会危険物委員会会員及びその管内の特定事業所の協力を得て、特定事業所のハード

（各施設）対策やソフト（防災体制）対策などの具体的な地震対策について、アンケート調査を

実施したところ、多くの回答をいただきました。

その中で、具体的な実物や写真などで構成されたものについて、次の通り取りまとめました。

表 8-5 事業所の防災対策に関する取組事例（全国消防長会危険物委員会調べ）

No. 事業所 取組事例 

1 Ａ事業所
津波到達時間を反映したフロー（流れ）を活用した地

震・津波訓練の実施

2 Ｂ事業所 大規模地震災害時の行動基準の整備

3 Ｃ事業所 施設に応じた詳細点検表の整備

4 Ｄ事業所
大地震発生時の行動基準、震災自衛ポケットマニュア

ルの整備

5 Ｅ事業所
施設の耐震対策・液状化対策及び石油タンク地震被害

予測システム整備
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(2) Ｂ事業所 大規模地震災害時の行動基準の整備

地震発生時の対処方法やその後の対応、職場・自宅での一般的な行動などについて、大規模

地震の発生時の行動基準として定め、さらに、地震ハンドブックと共に従業員に配布している。 

地震時対応手順 
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(3) Ｃ事業所 施設に応じた詳細点検表の整備

地震の大きさに応じた製造施設や出荷施設、危険物施設などの設備等の点検基準を定めてい

る。 

地震時点検 
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(4) Ｄ事業所 大地震発生時の行動基準、震災自衛ポケットマニュアルの整備

従業員の所属グループ分けや対応を定めた地震対応マニュアルを整備すると共に、同マニュ

アルによる震災自衛ポケットマニュアルを各自が携帯している。 

地震時対応手順 
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(5) Ｅ事業所 施設の耐震対策・液状化対策及び石油タンク地震被害予測システム整備

ＬＰＧ球形タンクやフロアー・ラック、タンク基礎の耐震対策・液状化対策を実施すると共

に、タンクのバルジング、スロッシングの推定ができる石油タンク地震被害予測システムを整

備した。 

耐震対策・液状化対策 
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9. まとめ

コンビナート安全対策事業については、表 9-1のとおり進めてきたところであり、多くの関係

者のご理解、ご協力により、本資料として取りまとめることができました。

京浜臨海地区石油コンビナート等特別防災区域協議会（川崎支部）をはじめ、神奈川県及び本

市の関係行政庁による広範な協力を得て、特定事業所及び防災組織を対象に危険物施設の自主的

な取組などの実態調査を行いました。得られた調査結果では、地震対策はある程度、進んでおり

ますが、一方で、津波対策は始まったばかりであり、今後の早期整備が必要となっています。

地震対策を具体的に進めていくにあたり、技術基準の有無に関わらず、施設や体制の整備で取

組の具体的なものが明らかであることは、進め易い環境の醸成につながります。

今後、本市では、取りまとめた地震・津波対策の取組の共有と、それらの実践による地震・津

波対策の促進を図ってまいります。また、今回の実態調査による特定事業所や防災組織からの要

望については、回答を行うと共に、今後の課題事項への検討・調整を始めていく所存です。

特定事業所におかれましては、今後とも、具体的な取組を共有することで、川崎臨海部石油コ

ンビナートが均質かつ一体となった地震・津波対策の実現に取り組むと共に、そのためにも関係

者の積極的な情報提供を期待します。
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表 9-1 平成 24年度「コンビナート安全対策事業」及び今後の取組

１．事業計画 

関係機関の協力を得ながら、危険物施設の自主的な地震・津波対策の取組などを

調査・収集の上、地震・津波対策の共有化を進める

２．事業実施 

関係機関の協力を得ながら、「川崎市コンビナート安全対策に係る地震対策調査

検討会」を設置すると共に、事業所や共同防災組織・広域共同防災組織等に実態調

査やインタビュー調査・収集の上、成果物を取りまとめ。

３．実態調査及び取組事例 

実態調査では一般的な地震対策の進捗が進む一方で、新規の津波対策は対応が開

始された状況。また、インタビュー調査では、ハード（施設）やソフト（体制）の

整備で取組の重要性を確認。

４．今後の取組 

川崎市消防局の取組 

取りまとめた地震・津波対策の取組の共有と、それらの実践による地震・津波対

策の促進。また、特定事業所や防災組織からの要望への回答や、課題事項への検討・

調整。

事業所に期待する取組 

 地震・津波対策等への取組やそれらを参考とした水平展開。

また、おおむね取組が進んでいる事業所では、さらなる先進的な取組の実施と共

に、近隣事業所や地域への事業所への情報提供、ホームページなどでの公表。


